
く 学問への手引 ノ 

近年経営学の 発展は実にめざましいものがあ る。 それには第二次世界大戦後のわが 

国企業者活動の 旺 盛さがあ ずかって 力 あ るものと考えられるが ，それに加えて「日本 

的経営」に関する 学問的研究の 進展も大きく 寄与している。 かつては経営学はまった 

くの輸入学問に 過ぎなかっだが ，今日では日本独自の 研究方法も確立され 始め，学問 

としての将来の 展望も大ぎく 切り開かれて 来た。 

本号はこの ょう な「経営学」の 現状を踏まえて ，大学に新入学し ， ほ じめて経営学 

を学び始めたばかりの 新入会員に，最近の 経営学の研究動向をお 知らせし，同時に 経 

営学という学問領域，経営学を 学ぶだめの方法，経営学と 密接に関連する 経済学や法 

律 学の学習又は 研究の意味など ，ひろく社会科学研究の 手引を特集した。 

何事もはじめが 大切であ るが， 2 年目以上の学生会員にも 有益な資料となる 2 5 編 

集 されている。 

経営学の学問領域 

1. 経 営 学 

経営学は，社会で 生ずる様々な 事象に関連をもって 

いる。 最近発生したりあ るいは明らかになった 事象の 

中には，まず ，フランス国有化企業の 経営陣が任命さ 

れた， アメリカ・フォード・モーターが 年功型賃金を 

提案した， 口木の産業ロボ ， ト 利用数が世界 - となっ 

た (1979 年 ), 日航機墜落事故・ホテルニュージャ ， ン 

の 火災事故で管理上の 間 題 があ った，などの 経済事象 

があ る。 次いで， レーガン外交がデタント ヘ 比重を移 

しつつあ る， 日本政府の補正予算案が 衆議院を通過し 

た ，国公立大学で 二次試験が実施されだ ，医療費に占 

める薬代の割合が 38.2% へ 上昇した，国体冬季大会 

スキー競技会が 開幕した，などの 社会事象があ る。 

経営学がこれらの 事象に関連をもつというのは ，前 

者の経済事象が 企業という主体の 経済活動の結果生じ 

ていること，そして 後者の社会事象が 政府，大学，病 

院，体育団体など 組織体の社会活動の 結果生起してい 

ることをいいたいわばであ る。 前者の主体であ る企業 

を狭義の経営，そして 後者の主体であ る組織体を広義 

の経営という。 両者とも，一定の 視点と方法 y) 下に， 

経営学の研究対象となっており ，それぞれを 対象とす 

る 経営学を ， 「企業学としての 経営学」および「組織 

学としての経営学」という。 

ここで一定の 視点というのは ，過去の ドイ ，経営，学 

においてば，企業についての 計算的思考，組織的思考， 

共同経済的思考，および 社会的給付思考といっだもの 

であ り，同じ。 過去のアメリカ 経営学においてば ，企 

業における管理過程，すなわち 計画，組織，動機づけ 

および統制といったものが 中心であ った。 後者のアメ 

リカ経営学に 関連して，管理を 第 3 の経営概俳として 

用いることも 多く，これを 対象とする経営学を「管理 

学としての 経 " 学 」と呼ぶこ ヒ ができる。 

われわれの学生時代，経営学ば ，管理過程に 重点を 

置きまた経済的分析に 主眼を置， て 。 たが，その理由 

は，経営を分析する 視点が上述のごとく 伝統的なもの 

であ ったためであ る。 その後経営学は ，発展を続 け ， 

興味あ る学問領域 ヒ なってきだ，それというのも ，一 

つにば，経営，が ，経営環境の 視点を導入してきたた 

めであ る， 

2. 経営環境 

すなわち，合ロ 経営学ば，社会 c 価値・利害・ 態度 

づ経営の構造・ 行動ヰ経営成果・ 経済変化という 影響 

式を想定する。 つまり，生産性向上，国民総生産の 上 

昇などの経済変化は ，社会要因さらにばその 反映とし 

ての経営要因によ             らされる ;; いう 関係が強調 
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される。 そしてこの関係式は ，経済変動・ 社会変動が 

資本・土地・ 資源という経済要素に 依存ずるという 伝 

統的な経済学の 考え方に対立するのであ る。 

経営環境論は ，経営が，経済的環境，技術的環境， 

政治的環境，および 社会的・文化的環境に 囲まれて ぃ 

ること， したがって経営は 環境を無視して 存立しえな 

いことを主張する。 そのために，経営の 社会的責任 

( 共同経済的思考 ) および労使共同決定 ( 社会的給付 

思考 ) が必要であ ることを認識する。 しかしこれに 止 

まらな。 で，上述の影響 式 に見られるごとく ，経済成 

長の遅れは，政府システム・ 経営システムに 欠陥があ 

るためであ るとして，社会的な 力の働きに力点を 置く。 

また，大量の 情報を解釈し 利用する経営者の 能力は， 

規模の経済よりも 重要であ るとして，経営の 力 に大き 

な注意を払 う のであ る。 

この影響式を 国別に比較するならば ，各国の生産性 

の差異が各国の 経営行動の違いに 基づくこと，そして 

この経営行動の 違いが各国の 労働倫理・教育制度など 

の文化の相違によることを 実証することができる。 こ 

の方法によって ，経済摩擦と 各国の経営，各国の 政府 

の型と経営成果，各国の 宗教観と生活水準，経営の 国 

際化と文化摩擦などといった ， 様々な現代の 社会経済 

問題を分析することが 可能となっている。 

3.  経 営 

狭義の経営 ( 企業 ) は，マーケティンバ ，生産，人 

事，および財務という 経営職能についての 管理的統一 

体ないし企業者的運営をいう。 ところで，伝統的に 経 

営は，経済的な「価値の 流れ」の視点から 分析されて 

いた。 すなわち，経営を 経済的に取り 扱う経営経済論 

ないし経営者経済学は ，利潤，競争，需要，費用，価 

格，資本予算 ( 投資 ) などの経済要素によって 体系化 

が図られている。 これらの要素は ，利潤を構成する 収 

益と費用とに 帰せしめることができるが ，元来資本主 

義の特質としての 私有財産制，利潤 ( 経済インセンテ 

ィブ ), 自由市場システム ， および政治・ 経済の自由 

といった要因に 依拠しているのであ る。 

この狭義の経営については ，その形態が 分析されな 

ければならない。 経営形態としては ，法律形態 ( 今冬 

会社，合資会社，株式会社など ) に止まらず，経営の 

集中化・巨大化，国際化，公営化などが 取り上げられ 

る。 国際化企業は ，国外に進出してその 存続のための 

戦略を講ずるが ，現地への適合，現地パートナーとの 

対立，海外関係会社との 決定事項の分割の 問題を生ぜ 

しめている。 他方，フランスでは 経営の公営化がまた 

日本では経営の 民営化の問題が 生じているが ，政治・ 

財政・経済の 状況によって 今日これらの 問題が左右さ 

れていることは ，興味あ るところであ る。 

さて，統一体としての 経営に，文化環境の 視点を導 

入すると，たとえば 日本的経営という 具体性をもった 

理論が展開される。 最近，終身雇用，年功序列，集団 

主義，全人的関わり ，政府との緊密な 関係などの特徴 

をもつ日本的経営が 各国から高い 評価を得ている。 そ 

れというのも ， これらの経営制度が ， 信頼性， 忠誠 

心，親密 さ ，明敏さなどの 経営価値を，経営風土を 通 

じて形成しているためであ る。 日本的経営の 特徴が果 

たして特殊なものであ るかあ るいは各国経営に 共通な 

ものを含んで い るかどうかは ，比較経営学の 研究に待 

たなければならぬ。 。 

比較経営学といえば ，狭義の経営 ( 企業 ) に限らず， 

さらに政府，大学，病院，労働組合，文化団体など 広 

義の経営の個々について 比較するさいにも ，この言葉 

を 用いる。 今日，広義の 経営によって 人々の欲求，社 

会価値等が実現せしめられている。 企業経営に止まら 

ず，都市経営，学校経営，病院経営などの 重要性が叫 

ばれており，比較経営学の 果たすべき役割は 大きい。 

これらの個々の 組織体に関する 具体的な経営論に 対 

して，組織体に 共通する資質や " ターンを抽象化する   

組織理論の研究が 盛んに行われている。 ここで，組織 

とは，社会環境と 区別される意識的に 調整された人間 

活動の体系と 規定する。 この組織を中核とした ，物理 

的体系 ( 財産，資本 ), 生物学的体系 ( 人 そのもの， 対 

豪的に対する 人の大きさ ), 個人的体系 ( 個人活動，心 

理， 目的達成 ), および社会的体系 ( 個人の相互作用 ) 

の複合体を協働体系という。 組織から見れば ，この協 

働体系の物理的環境や 社会的環境に 基づく具体的協働 

体系にみられる 多様性，人間そのものに 基づく多様性， 

あ るいは人間がこの 体系に貢献する 基盤に由来する 多 

様性のすべてが ，外部的な性格をもつ 事実・要因であ 

り，これらは ，排除せられねばならない (C. I. 

Barnard) 。 孤立して取り 出された組織が 有効に成立し 

うるためには ，伝達，協働意欲，および 共同目的の 3 

要素の存在が 必要であ る。 

この組織論の 立場から，狭義の 経営を体系的に 理解 

する領域として ，個人の心理的側面を 基礎とする個人 

行動を究明しつっ 経営行動論が 展開されている。 
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その内容は，行動主体 ( 経営主脳部，組織 ), 行動内 像 であ る (T. C. Coclhhran)o 

容 ( 管理機能，企業機能 ), および行動状況 ( 利害者集 

団 ，社会 ) の 3 層 6 階のものとなっている。 狭義の経 4. 経営職能 
営の理解のためには ，経済的側面に 加えて，組織的 側 経営職能には ，過程的分化としてのマーケティンバ ， 

面 ，管理的側 G, 利益者集団の 目標，階層・ 権 限など 生産，人事，および 財務があ り，また組織的分化とし 

に 立ち入ることが ，また経営の 環境適応行動に 注目す ての管理 ( 計両 ，組織，動機づけ ，および 統 川棚 と 業 

ることが必要であ る。 ここで，環境適応行動とは ， 環 務・活動があ る。 

境 変化づ外的適応としての 経営戦略ョ内的適応として 伝統的な経営学の 一つの特徴は ，経営職能論であ っ 

の組織編成 づ 成果，という 関係式によって 画かれる。 たということができる。 そして最近の 職能論は新しい 

なお，方法論の 問題として， こ牙 L まで述べてき         視点、 を加 え ，経営学をますます 興味あ る科学姉して ぃ 

現実を体系的に 把握する経営理論の 他に，経営政策論 る 。 たとえば，マーケティンバ 論は消費者行動， 広占 

および経営史の 部門があ る。 経営政策論は ，一定の日 効果測定の視点を ，生産論は制御，ロボット 問題を ， 

百 りを達成するための 方策を追求する 領域であ り，たと 人事論は人間科学の 視点を，財務論は 不確実性，証券 

えば生産性向上のための 設備投資政策などがこれにあ 評価の視点を ，そして管理論はシステム ，人間行動， 

たる。 また経営 史は ，経営の個々の 事象を歴史的に 跡 意思決定の視点を 新たに加えているのであ る， 

づけ，次のような 仮定についての 実証を試みる。 すな 経営学は，隣接辞 ド 学の成果をどしどし 吸収しなが @/@ 

わち， (1) 企業家が，経営のすべての 段階 ( 購買， 生 幅広く ，し 。 も深みのあ る科学に成長して、 @ ソ フ @ 

産 ，および販売 ) で，経済要因の 統制を行 う 。 したが のが，私の実感であ る。 

って， (2) 企業の盛 哀は ，大幅に経営者の 長期的な映 ( 奥村恵一，横浜国立大学経営，，教授 コ 

    羽 会計学とその 子白の勧め 

1.  はじめに その結果を貸借対照表，損益計算書等の 計算 自類 にま 

経営学部に入学し ， 広く経営関係 D 諸学問 む 学ぼ ぅ とめ，これを 株主や債権 者に開示しなければならない ， 

とする学生諸君が 会計学を学習するにあ たり参考とな 開示された会計情報を 用いて，株主や 債権 老 " 投資や 

る 諸問題について 紹介したひと 思 う 。 まず最初に会 ;.   ト 融資に関する 焦思決定を行 う ためであ る。 このように 

が 企業社会においてどのように 実践されて ぃ ・るかにつ して企業は財務諸表の 公開によって 株主や繍権 者に対 

いて述べ ， 次に会計学という 学問の性格と 会計の社会 する責任 ( アカウンタビリティ づ の一端を遂行する 

的 役割について 紹介する。 っ づいてこの学問を 学ぶこ のであ る。 会叶 のこのような 分野を財務会計もしくは 

との意義について 明らかにする。 そして最後に 会計学 制度会計という。 

の 学習の手引きを 紹介することにしまう。 企業 は ， このように法律によって 義務づ ;" られた 形 

で 会計を行い ， その結果を開示するのであ るが， これ 

2. 会計実践について と 並行して経営管理目的のために 企業活動を詳細かつ 

共通の目的をもった 人間の集団であ る組織の存する 克明に会計処理し ，情報化する。 そしてその結果を 企 

ところ， 必 らず会計が行わ 力 L る ，組織の活動が 行われ 業の経営者や 管理階層別の 管理職の人達に 経営管理上 

ると，これを 貨幣的に記録，計算し ，情報にまとめ 上 の各種意思決定のために 利用ぜしめる。 経営者や管理 

げるのが会計の 役割であ る。 いま営利の追求を 動機と 職は経営上種々の 問題に直面して ，経営戦略や 戦術を 

する組織であ る株式会社についてみてみよう。 株式会 たててこれを 解決してゆかなければならないのであ 

社は商法の規定に 従ってその経営活動をも 和 ，なく会計 り，そのためには 企業活動の状況をはじめ ，企業をと 

帳 簿に記録し，これに 塞 いて一年に一度決算を 行い ， りまく経済， 盾勢 等についての   清朝が不可欠であ る。 こ 


